
H23年度

調整済 達成率

Ａ項目 280 265 5 10 96.4%

Ｂ項目 114 112 1 1 99.1%

Ｃ項目 1,604 1,591 4 9 99.4%

1,998 1,968 10 20 99.0%

※ 未調整項目の完了予定年度

完了予定 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

Ａ項目 2 7 1 － 10

Ｂ項目 0 0 0 1 1

Ｃ項目 1 8 － － 9

合計 3 15 1 1 20

Ｂ項目：Ａ項目以外で住民生活に影響があり、政策的判断を要する項目。

Ｃ項目：上記以外の項目。

全項目数
調整済 未調整

進捗状況内訳
H23年度末

区　　分

協定項目

その他項目

総務部 行政改革推進室

※【参考】項目別の概要

Ａ項目：合併協議会の協議項目で、住民生活に影響のある重要な項目。

平成24年4月

合　　計

平成23年度庁内事業仕分け

【 合 併 調 整 】

未調整項目の調整方針見直し結果
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政策企画局 【全１項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

塩田地域
自治センター

Ａ H22年度 完了

① 合併当時、喫緊の課題であった塩田有線放送
のあり方を検討することが本旨であったことか
ら、塩田有線放送の廃止をもって合併調整は完
了。

② 平成25年度以降：事務事業評価の手法により
進捗管理を実施。
・真田有線放送：審議会において今後のあり方を
検討する予定。
・武石オフトーク通信：平成23年7月に回線元で
あるＮＴＴから「平成27年2月をもって本サービ
スを終了する」と通知があったことから、合併調
整とは別に、広報手段のあり方を検討。

進捗状況

　市町村営有線放送につい
ては、合併時は現行のとお
りとし、合併後、地域の実
情を勘案し、５年を目途に
あり方を検討する。

① 平成21年度：真田有線放送の継続
方針を決定。

② 平成22年度：塩田有線放送を廃
止。

③ 武石オフトーク通信は、武石地域
協議会を含め、今後のあり方を検討
中。

事務事業名

有線放送の取扱い

当初調整方針の概要
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総務部 【全４項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

秘書課 Ａ H23年度 完了

① 市花の制定をもって、合併調整は完了。

② 市木等は、市民の要望の高まりに応じて制定
を検討。

秘書課
(丸子･地域振
興課)

Ｂ H25年度 H27

① 平成26年度まで：東京上田会･丸子会･真田町
の会の補助金額について、地域内分権における地
域予算のあり方も踏まえ検討、団体と協議。

② 平成27年度：検討･協議結果に基づき実施。

③ 任意団体の統合は、行政指導で統一すること
ができるものではないことから、今後も各団体の
意向を確認しつつ統一を促す。

秘書課 Ａ H21年度 完了

① (仮称)国際交流事業検討委員会に代え、上田
市多文化共生推進協会が設立され、市内の外国籍
市民に関係する団体の調整機関が位置付けられた
ことから、合併調整は完了。

② 丸子地域で開催している「国際交流フェス
ティバル」は、同事務局と上記推進協会との統合
を目指し、市民課と丸子地域教育事務所において
協議を進める。

秘書課
(市民参加･協
働推進課)

Ｂ H23年度 完了

① 上田市自治基本条例において、市民意見等の
公募制度について規定されたことから、合併調整
は完了。

② 市民参加･協働推進課を中心に制度創設を検討
中である「意見等の公募」は、新行財政改革大綱
の取組項目として進捗管理する。

市民意見提出手続
制度

　新市において検討する。

事務事業名 当初調整方針の概要

平成23年4月に、上田市自治基本条例
を制定し、第27条で「意見等の公募」
が明確に位置付けられた。

　合併後３年を目途に(仮
称)国際交流事業検討委員
会を設置して、各団体の事
業や団体統合の調整を図
る。

平成21年12月に、上田市多文化共生推
進協会を設立。

東京上田・丸子・
真田・武石会等補
助金

慣行の取扱い
（市花・市木）

進捗状況

　市花・市木等について
は、新市において新たに制
定する。

平成23年度に、市花は制定済み。

① 合併時は現行どおりと
し、３年を目途に任意団体
の東京上田会、東京丸子
会、東京真田町の会および
東京武石会の統合を促し、
補助金の一本化を図る。

② 上田市真田会への補助
金は、合併時は現行のとお
りとし、合併後３年以内に
廃止する。

① 平成20年度をもって上田市真田会
補助金を廃止。

② 平成22年度に、東京武石会は東京
上田会と統合。

③ 平成22年4月に、東京上田会･丸子
会･真田町の会の、統一基準による補
助金交付要綱を施行。

国際交流事業
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健康福祉部 【全２項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

健康推進課 Ｃ H23年度 完了

① 一般財源からの支出廃止をもって合併調整は
完了。

② 上田地域のみ、自治会へ募金を依頼している
ことから、地域間で異なる募金手法について検
討。

高齢者介護課 Ａ H21年度 H25

① 平成24年度：利用者の公平性の確保を目指
し、配食数及び個人負担額を検討。

② 平成25年度：検討結果に基づき実施。

こども未来部 【全１項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

保育課 Ｃ H23年度 H25

① 平成24年度：各医師会によって異なる報酬単
価の統一に向け検討し、医師会と協議。

② 平成25年度：検討結果に基づき実施。

当初調整方針の概要

配食サービス事業

事務事業名

　地域の実状をふまえ、現
行のサービスを継続しなが
ら、利用者負担、配食頻度
の調整を図る。

①　配食数や個人負担に差があり、早
急に公平性を確保する必要があり、現
在検討中。

②　課題の概要
【上田･丸子地区】昼1食提供　1食250
円
【真田地区】朝昼晩3食提供
　　所得段階別に1食300円、450円、
650円
【武石地区】昼夜2食提供
　　1食450円、おかずのみ400円

進捗状況

複十字シール
　寄付の方法(財源の捻出)
は、今後検討する。

保育所嘱託医・嘱
託歯科医及び嘱託
薬剤師の委嘱・報
酬

平成21年度に、真田地域のみで実施し
ていた一般財源からの支出を廃止。

事務事業名 当初調整方針の概要 進捗状況

　合併時は現行のとおりと
し、３年以内に統一するよ
う、関係団体と調整する。

① 平成20年度に、上田市医師会と上
田小県歯科医師会と報酬額について了
承を得た。

② 小県医師会との報酬額について
は、協議を継続。
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商工観光部 【全２項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

Ａ H22年度

Ａ H22年度

農林部 【全２項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

農政課 Ｃ H22年度 H25

① 平成24年度：公平性の確保の視点から、団体
ごとに異なる補助金交付基準の統一化を検討。

② 平成25年度：検討結果に基づき実施。

農業委員会
事務局

Ｃ H23年度 完了
平成23年度：合併前の異なった電算システムの統
一化が完了したことから、合併調整は完了。

商工課
平成23年度：補助金交付基準の統一をもって合併
調整は完了。

① H19年度までに補助金及
び補助金交付基準を統一す
る。
② 交付基準は、均等割・
会員数割、成果主義、団体
育成の視点、激変緩和措
置、一部商工会等が統合し
た場合の特例などを導入す
る。
③ 各商工団体の主体的な
統合が図られるよう、調整
に努める。

当初調整方針の概要

①　平成23年度に、上田商工会議所補
助金及び上田市商工会補助金(旧丸子
町･旧武石村商工会が合併)の補助金交
付基準の統一が完了。

②　小規模経営指導事業補助金は、①
の交付基準統一に併せ、商工会議所補
助金へ統合。

小規模経営指導事
業補助金

事務事業名

補助金交付基準の統一に向け検討中。
【対象５団体】
 ･生活改善グループ(上田地区)
 ･ステビアの会(丸子地区)
 ･農村女性ネットワーク(真田地区)
 ･生活改善グループ(武石地域)
 ･夢さかす会(武石地域)
 ･平成23年度予算額合計456千円

　商工会議所・商工会補助
金と併せて調整を進め、
H19年度までには商工会議
所・商工会補助金に合算し
廃止する。

事務事業名

農村女性グループ
　育成事業補助金

　補助金額については、１
年以内に統一するよう調整
を図る。
(交付対象：5団体)

商工会議所・商工
会補助金

農家基本台帳
　合併後3年以内に同一シ
ステムの電算化で統一す
る。

平成23年度で、電算システムによる農
家台帳の統一が完了。

進捗状況

当初調整方針の概要 進捗状況

完了
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都市建設部 【全５項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

管理課 Ｃ H23年度 完了

① 平成23年度：地籍調査推進委員会は廃止され
ていること、上田･丸子･真田地域の電算システム
の統一が完了したこと、当面、武石地域は紙ベー
スで活用することを決定したことから、合併調整
は完了。

② 調査未完了地域については、調査を継続。

管理課 Ｃ H23年度 完了

① 平成23年度：紙ベースからデータベース化す
る方針が決定されていることから、合併調整は完
了。

② データ化については、費用が高額になるた
め、効果とのバランスを踏まえ進める。

地籍調査事業

事務事業名

① 各地域で異なる地籍調
査支援システムを統一す
る。

② 地籍調査推進委員会
は、新たな規則等により統
一する。

①　地籍調査推進委員会は、平成19年
度に廃止済み。

②　武石地域は、調査完了済み。

③　真田地域は、H24年度に調査完了
の予定。

④　地籍調査支援システムによる、上
田･丸子･真田地域のデータ形式につい
ては、統一完了。

⑤　武石地域は、当面、紙ベースで管
理する。

⑥　調査未完了の上田･丸子地域は、
国県補助により継続する。

道路台帳整備事業

① 当面は、道路台帳整備
事務を継続する。

② 将来的には、データー
ベースによる統一を検討し
ていく。

① 丸子地域はデータ化済み。

② 上田･真田･武石地域の台帳は、継
続してデータ化を進める。

当初調整方針の概要 進捗状況
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都市建設部 【全５項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

Ａ H23年度 H24
平成24年9月定例議会へ改正条例を上程し、改正
条例の施行をもって完了。

Ａ H22年度 H25

平成25年度まで
・真田･武石地域の新たな区域設定について、地
域住民の理解を得るため引き続き協議を行い、都
市計画マスタープランを策定。

公園緑地課 Ａ H23年度 H26

① 平成25年度まで：基本計画の策定に向けて検
討。

② 平成26年度：新たな都市計画マスタープラン
を基に策定し実施。

進捗状況事務事業名 当初調整方針の概要

景観形成及び保全
事務

　上田市の景観条例を基に
新市の条例を制定し、対応
する。

①　平成24年度に景観条例の改正を予
定。

②　建物の高さ制限の基準について
は、景観計画において設けることを方
針として決定済み。

都市計画

① 上田市と丸子町の都市
計画区域及び都市施設は合
併前に統一する。
② 合併後速やかに都市計
画審議会を設置する。
③ 真田町及び武石村の都
市計画区域設定について
は、住民意向を尊重しなが
ら、新市の都市計画審議会
の議を経て決定していく。
④ 新市において、新たに
都市計画マスタープランを
策定する。

①　都市計画審議会は設置済み(条例
化済み)。

②　上田･丸子地域の都市計画区域の
確認は完了。

③　真田･武石地域を含めた都市計画
マスタープランの原案を作成済み。

緑の基本計画につ
いて

　新市において、新たに
「緑の基本計画」を策定す
る。

新たな都市計画マスタープランを基に
策定を進める。

都市計画課
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上下水道局 【全１項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

サービス課 Ａ H24年度 H25

① 平成24年度
・農業集落排水事業新規加入金の統一を検討。
・下水道取付管の施工方法･範囲･費用負担の統一
を検討。

② 平成25年度：検討結果に基づき実施。

事務事業名 当初調整方針の概要 進捗状況

下水道受益者
負担金・分担金

① 負担金等は現行のとお
りとする。ただし、農業集
落排水事業については、合
併後の早い時期に統一を目
指し協議する。

② 収納方法は、分割納付
を原則とするが、一括納付
も認める。

③ 報奨金制度は、合併時
に廃止する。

①　負担金等の収納方法は、統一化済
み。

②　報奨金制度は、廃止済み。
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教育委員会事務局 【全１２項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

学校教育課

教育総務課
Ａ H22年度 H25

① 旧統廃合の小中学校区の通学費補助制度は、
従前どおり継続。

② 平成24年度：①以外の地区について、補助金
の統一制度を検討し決定。

③ 平成25年度：検討結果に基づき実施。

学校教育課 Ｃ H22年度 H25
平成25年度：上記「通学費補助金」に統合し、本
規則は廃止。

Ａ H22年度

Ｃ H22年度

青尐年健全育成事
業
（公民館事業除
く）

① 青尐年の健全育成を推
進する各組織体制(尐年補
導委員･青尐年育成指導員･
子ども会育成会)について
は、上田市の例を基本に調
整し設置する。
② 育成会の補助金につい
ては、上田市の例により統
一する。

青尐年育成推進指
導員

  上田市の例により調整
し、統一する。

当初調整方針の概要 進捗状況

通学費補助金
(小・中学校、高
等学校)

① 小・中学校の児童・生
徒に対する通学費補助金に
ついては、合併時は現行の
とおりとし、合併後、早急
に新たな基準を策定し統一
する。

② 高等学校の生徒に対す
る通学費補助金について
は、合併時は現行のとおり
とし、合併後、地域の実情
を勘案し、調整を図る。

高等学校通学費補助金については、調
整済み。

生涯学習課

スクールバス乗車
並びに生徒児童通
学規則

　合併時は現行のとおりと
する。
① 丸子地域の西内･平井･
東内地区の一部を対象、定
期券の提示等を規定し暫定
施行しているもの。
② 通学費補助金に統合す
る。

　―

事務事業名

　― H25

① 平成24年度
・尐年補導委員は、組織のスリム化を検討。

・青尐年育成推進指導員は、役割が重複する尐年
補導員へ統合。

・青尐年健全育成事業等委託は、類似する公民館
事業等との統合を検討。

・子ども会育成会補助金は、子ども会育成会のあ
り方も含め、地域間の公平性の視点を踏まえた補
助制度を検討。

② 平成25年度：検討結果に基づき実施。
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教育委員会事務局 【全１２項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

中央公民館 Ａ H23年度 H25

① 平成24年度：公平性の確保を目指し、分館交
付基準･報酬単価の統一を検討。

② 平成25年度：検討結果に基づき実施。

上田図書館 Ｃ H23年度 H24
平成24年度：新たに開館する丸子図書館におい
て、「児童読み聞かせサービス」が開始されるこ
とにより、合併調整は完了。

Ａ H22年度

Ｃ H22年度

Ｃ H22年度

進捗状況

① 分館活動は、地域に根
ざした公民館活動を推進す
る原動力であるため、新市
において引き継ぎ運営す
る。

② 分館の委嘱役員構成及
び分館活動に対する補助
金・交付金については、合
併時現行どおりとし、地域
の実情を勘案しながら統一
に努めるものとする。

活動内容･報酬額の地域間の差が大き
いことから、分館活動の実態を把握し
つつ検討中。

児童サービス業務
　合併時、現行のとおり実
施し、合併後新市において
充実を図る。

①　ブックスタート(4歳時健診時の絵
本プレゼント)サービスについては、
平成18年4月に統一済み。

②　図書館内における「児童向け読み
聞かせサービス」は、丸子図書館の建
設による環境整備の完了とともに統一
される。

公民館分館交付金

事務事業名 当初調整方針の概要

器具使用料

検討中

使用料・手数料の
取扱い
(体育施設使用料)

　体育施設の使用料等の統
一を図る。

各種体育施設
使用料徴収事務

　合併後、3年以内を目途
に再編し統一する。

H25体育課

① 平成24年度：施設使用料等について、公平性
の確保の視点から、体育施設全体のあり方及び受
益と負担のあり方の両面から検討。

② 平成25年度：検討結果に基づき実施。
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教育委員会事務局 【全１２項目】

担当課名 項目 調整期限
完了
継続

今後の調整方針(案)

Ａ H23年度

Ｃ H23年度

Ｃ H23年度

体育協会補助金

① 体育協会の補助金・負
担金は、合併時は現行のと
おりとするが、合併後新た
な交付基準を策定し統一す
る。
② 協会組織については、
合併後に、団体の意向を踏
まえ、統合に向けて調整に
努める。

スポーツ尐年団補
助

① スポーツ尐年団組織に
ついては、合併時は現行の
とおりとし、合併後各団体
(体育協会)の意向を踏ま
え、統合に向けて調整に努
める。
② 補助内容については合
併時は現行のとおりとし、
合併後３年を目途に、他の
補助金等との均衡を考慮し
ながら、その統一を図る。

① 平成24年度：3地域の体育協会は平成24年4月
に統合され、補助金等の交付基準も統一化される
ことから、合併調整は完了。

② 平成25年度まで：補助金･負担金については、
団体補助から事業費補助へ見直す。

事務事業名 当初調整方針の概要 進捗状況

各種競技団体
補助金・負担金

① 競技団体等の意向及び
他の補助金等との均衡を考
慮し、合併後3年を目途に
統一を図る。
② 大会補助は全国大会等
出場補助金項目へ移行させ
る。

平成24年4月1日に上田･丸子･真田地域
の体育協会が統合されたことから、補
助金等についても統合され、「合併調
整」が完了。

H24体育課
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